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東京都と大阪府の10万人あたり直近1週間の新規陽性患者数の推移
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第4波では第3波の重症病床
184床の2倍以上（449床）の
重症病床が必要となった
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大阪府の確保重症病床数と重症病床と軽症中等症病床で治療を継

続している重症者数の推移

重症病床で治療をしている重症者数 中等症病床で治療継続している重症患者数

確保重症病床数

大阪府の集中治療の病床数は約600床

224床

確保重症病床：361床

確保重症病床数

重症病床で治療し
ている重症患者：
356床（98.6％）

中等症病床で治療を継
続している重症患者：
68床

425（滋賀県に1例）

5月2日



本来は、重い心臓病やがん、臓器移植などの処置
に使われる集中治療室。その機能が今、失われ
つつあるのです。
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今後の感染拡大に備えた対応方針について①

● 基本的対応方針

○ 一般医療と両立しうるコロナ医療体制の構築を図るとともに、想定を超える感染者急増時に
備えた災害級非常事態の医療体制の整備を行う。

○ 新型コロナウイルス感染症にかかる病院の「医療機能分化」を図り、中等症・重症一体型病院を
新たに整備する。
また、軽症中等症の入院医療体制については、二次医療圏単位の体制構築をめざす。

○ 医療提供体制構築にあたっては、救急医療を始め各医療機関が一般医療において担っている
機能を踏まえ、医療機能分化を進める。

○ 第四波と同程度（最大療養者数約22,000人）かそれ以上に感染者が急増した場合（災害級
非常事態）に備え、入院医療体制の強化に加え、宿泊療養・自宅療養体制の強化、自宅からの
救急搬送患者の受入体制の強化を図る。

（参考）重症度分類（医療従事者が評価する基準）
「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き・第５版」

重症度 酸素飽和度 臨床状態

軽症 SpO2≧96%
呼吸器症状なし or 咳のみで呼吸なし
いずれの場合であっても肺炎所見を認め
ない

中等症Ⅰ
呼吸不全
なし

93%<SpO2
<96%

呼吸困難、肺炎所見

中等症Ⅱ
呼吸不全
あり

SpO2≦93% 酸素投与が必要

重症 - ICUに入室 or 人工呼吸器が必要

重症拠点病院
（ECMO対応可）

軽症
中等症病院

【新】中等症・重症
一体型病院

後方支援医療機関
（アフターコロナ対応）

医療機能分化のイメージ
＜患者の状態に応じ入院・転院調整を図る＞
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●方針２ 感染者急増時(災害級非常事態）に備えた更なる病床確保

今後の感染拡大に備えた対応方針について②

●方針１ 医療機能分化の推進

○円滑な入院調整を図るため、受入医療機関の医療機能分化を推進。

（１）「重症拠点病院」、「（新）中等症・重症一体型病院」、「軽症中等症病院」に機能分化

（２）中等症・重症一体型病院に対する指定協力金の創設

○感染急増時（災害級非常事態）に備え、既存の受入医療機関において非常事態用の病床確保を
予め働きかけるとともに、 受入医療機関の拡充を図る。

（１）既存の受入医療機関に対する病床確保要請

（２）現在受入を行っていない二次救急医療機関（内科又は呼吸器内科標榜）への
病床確保要請
（病院への支援）
・病床整備に必要な医療機器や簡易病室設置費用を補助 【既存】
・空床補償の柔軟な運用 【拡充】

（３）病床運用に必要なマンパワーの確保
・「新型コロナ治療サポートチーム」（仮称）による医師への助言・相談・研修 【新規】
・重症対応看護師研修への支援 【新規】
・人材バンク機能の強化 【拡充】

上記取組は、各医療機関が一般医療において担う機能を踏まえ進める。
災害級非常事態において、重症病床500床、軽症中等症3,000床の確保をめざす。



● 「医療機能分化」の基本的な考え方

○ ECMO対応可能な医療機関を「重症拠点病院」として設定（府域全域をカバー）。

○ 重症化リスクの高い中等症患者に対応する「中等症・重症一体型病院」を新たに設定。

「医療機能分化」の基本的な考え方
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各病院の診療機能・病床機能（高度急性期、急性期病棟の有無等）を踏まえ、大阪府と協議の上、

「重症拠点病院」、「（新）中等症・重症一体型病院」、「軽症中等症病院」への機能分化を図る。

＜医療機能分化の基本的考え方＞

※１：次のいずれかに該当する患者（人工呼吸管理をしている患者、ＥＣＭＯを使用している患者、重症病床における集中治療室（ＩＣＵ）に入室している患者）

※２：重症患者の受入について、医療機関と個別に調整する場合あり

医療機関
分類

重症※１ 軽症
中等症

詳細

重症拠点病院
（三次医療圏）

◎
ECMO

対応可

△
一部機関

受入

ECMO対応可能な医療機関
※大学病院・救命救急センター等を想定

中等症・重症
一体型病院①
（二次医療圏）

○
救急搬送対応

（重症・中等症）/
院内重症化患者

対応

○
主に

中等症

中等症・重症を院内において、一体的に治療することが可能な
医療機関
※「中等症・重症一体型病院②の項目」に加え、拠点性に関する
下記項目を満たしている医療機関等を想定（要件ではない）
・感染症指定医療機関 ・一般許可病床数600床以上

中等症・重症
一体型病院②
（二次医療圏）

○
救急搬送対応
（中等症）/院内
重症化患者

対応

○
主に

中等症

中等症・重症を院内において、一体的に治療することが可能な
医療機関
※下記項目を満たしている医療機関等を想定（要件ではない）
・医療スタッフの配置が比較的充実（急性期一般入院料１等）
・一定規模を有する（一般許可病床数300床以上）

軽症中等症病院
（二次医療圏）

－※２ ◎ 軽症中等症患者に対応する医療機関



● 「感染急増時（災害級非常事態）における更なる病床確保」の基本的な考え方

○ 各病院の診療機能、病床機能（高度急性期、急性期病棟の有無等）を踏まえつつ、

受入医療機関に対し、災害医療事態に備え「許可病床数（一般）の一定の割合」に応じた

病床確保を要請。

※あわせて、現在受入を行っていない二次救急医療機関（内科又は呼吸器内科標榜）に対しても、

感染急増時（災害級非常事態）に備えた病床確保を要請

○ ただし、既に最大フェーズの運用病床数において、当該割合以上の受入れを行っている場合は、

既受入数以上の受入れを基本に要請。

※なお、災害級非常事態以外は、感染状況に応じ病床を可変的に運用。

医療機関分類毎の「感染急増時における更なる病床確保」の基本的な考え方

医療機関
分類

最大確保病床数
追加病床数
（目標）

重症拠点病院
（三次医療圏）

重症病床 許可病床数（一般病床）の2.5％以上

【重症】
約150床
程度追加

【軽症中等症】
約650床
程度追加

中等症・重症
一体型病院①
（二次医療圏）

重症病床
許可病床数（一般病床）の
2.0％（公立・国立）※１、 1.０%（民間等）以上

軽症中等症病床 重症病床数の３倍程度

中等症・重症
一体型病院②
（二次医療圏）

重症病床
許可病床数（一般病床）の
1.5％（公立・国立）、0.75%（民間等）以上

軽症中等病床 重症病床数の３倍程度

軽症中等症
病院

（二次医療圏）
軽症中等症病床

許可病床数（一般病床）の10％（公立・国立）※２、
5%（民間等）※２以上の病床確保

※１：重症既存受入機関（うち、急性期一般入院料１算定医療機関）における「許可病床数（一般病床）に占めるコロナ受け入れ病床数の割合（％）」の中央値を目安として設定

※２：軽症中等症既存受入機関（うち、急性期一般入院料１算定医療機関）における「許可病床数（一般病床）に占めるコロナ受け入れ病床数の割合（％）」の中央値を目安として設定
13

＜感染急増時（災害級非常事態）における確保病床の基本的考え方＞

災害級非常事態に最大
重症500床、軽症中等症
3,000床の確保をめざす



感染者数は東京のほ
うが多いのに、亡く
なる人は大阪のほう

が多い！
なぜだろう？



0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

140000

160000

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

都道府県の感染者数と致死率

死亡者 非死亡者 致死率

平均 1.7%

致
死
率

感
染
者
数

大阪
2.1％

15万人

9万３千人

東京
1.3％

大阪は東京より致死率が高い！
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流行対策のあり方
～経験から得られた対策～
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大阪府の第2波における年齢階層別週ごとの検査陽性者数の推移
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大阪府の年齢階層別陽性者数の推移（公表日）

週単位の移動平均では増加の早期予兆は困難
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大阪府の年齢階層別陽性者数の推移（公表日）

感染者の増加の直前には最も早期に20代、
30代の陽性者数が増加に転じる
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続前日より上昇したら注意！
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第3波の解析



感染拡大/重症病床増加の早期探知指標のひとつとしての
見張り番指標

• 緊急事態宣言の解除の最も大きな危惧は、流行の再燃およ
びそれに伴う病床のひっ迫である。

• さまざまな予測が行われているが、長期的な将来の流行予
測は未だ十分な精度ではない。

• しかし、近い未来、すなわち感染者の増加の直前の予測が
可能であれば、それに対して警鐘をならし、行動変容の協
力を呼びかけることは可能となる。

経験を活かした対策の強化：2回の緊急事態宣言の経験を踏まえて、かつ
これまでのデータを基に、２週間後の「近い未来」の予測（＝予報）を可
能とし、これまでよりも迅速な対応を実現すべきである

☞今起こっていることが2週間後の未来である！



見張り番指標の定義

•第3波までの経験的解析から、全体の増加より20代の世代が4～
5日早く継続的な立ち上がりの傾向を見せている。

•大阪府では20代＋30代の移動平均の対前日比が4日続けて1を超
え、かつ30人を超えた場合を増加の予兆として、“見張り番指
標”としている。

大阪府HP
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第４波の検証



大阪府の第3波と第4波の検査陽性者数の推移

第2回目の緊急事態宣言
1月14日～2月28日

第３回目の緊急事
態宣言
４月25日

～6月20日（予定）
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My 緊急事態宣言

見張り番指標（＋）
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1月14日～2月28日

第３回目の緊急事
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まん延防止
等重点措置
4月5日～

大阪府重点措置要請

ステージⅣ（緊急事態宣言）

ステージⅢ（まん延防止等重点措置）

要請を検討

緊急事態を回避するためのまん延防止等重点措置は迅速な発令が必要



•大阪府は急激に感染者数の増加する第4波を経験し、医療崩壊の危機
に瀕した。

•行政の要請に応じ医療機関の努力で重症患者最大449病床で対応した。

•大阪府の2:1看護のICU 615床の実に73％の重症患者を診療した。

• しかし、感染症は重症病床の数に合わせて感染者を生み出すわけでは
ない。想定外の事態になっても対応できる柔軟性が医療側に求められ
ている。

•第4波を経験し大阪府は災害級非常時として重症病床500床を準備しよ
うとしている。

• ワクチンの普及、特に感染の主体となる現役世代にワクチンが普及する
まで、流行の波の襲来（リバウンド）の早期探知と強力な対策が必要。


